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そ

八幡山の洋館」に決定

の

しました。さらに、効

他

率的な管理運営を目的

　

に指定管理者制度を
導

】

入しました。

Ａ：成果

【

があがった

協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

歴史

種

的建造物保存・活用事

類

業

社会教育部　社会教

ハ

育課　文化財保護担当

ー01－100501－ ド030200 ● ○

01

ソ

基本目標１　　豊かな

フ

心をはぐくみ、よろこ

ト

びとふれあいにあふれ

根

たまち
総合計画の

02

拠

②〈感性〉　　生涯学

法

習や文化などを通じ、

令

豊かな感性をはぐくむ

等

位置付け
04 4 価値

対

ある歴史的遺産を守り

象

伝える環境をつくる

文

・

化財保護法

市民

□ □ □

受

■

「旧横浜ゴム平塚製

益

造所記念館」の移築復

者

原工事が終了し、新 歴

事

史的に価値のある建造

業

物「旧横浜ゴム平塚製

期

造所記念館」を
名称が

間

決定されて開館すると

委

ともに、市民に活用さ

託

れています 市民の貴重

、

な歴史財産として保存

協

・活用します。
。

移築

働

復原工事進捗率 ％

H1

【

9：移築復原工事40

委

％、H20：移築復原

託

工事60％　（工事費

：

により割合を算出）

4

3

0 100 －

73.4 1

セ

00

イベント開催回数

ク

回

－

－ － 15

－ －

①：

・

予定どおり

国の登録有

財

形文化財（建造物）で

団

ある旧横浜ゴム平塚製

企

造所記念館を市民の貴

業

重な財産として八幡山

Ｎ

公園に移築・復原しま

Ｐ

した
。また、この建物

Ｏ

の愛称募集を行い、「
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位

46,000 74,0

施

00 0 0 0 0

0 0 13

策

,537 0 0 0 0

0 2

へ

2,439 37,44

の

1 16,467 16,

貢

467 0 0

0 141,

献

048 148,889

高

16,467 16,4

市

67 0 0

－ － －

0.0

民

0 2.10 1.05 1

満

.05 0.50 0.0

足

0 0.00

0.00 0

度

.00 0.00 0.0

を

0 0.30 0.00 0

高

.00

0 17,622

め

8,811 8,774

る

5,213 0 0

0 15

方

8,670 157,7

策

00 25,241 21

業

,680 0 0

○ ○ ● ○

有

○ ○ ○

入場者数の増加

効

、市民サービスの向上

性

にむけたイベント等を

継

開催します。

移築・復

続

原が完了したため事務

に

事業とし、今後は各種

よ

イベントの開催を含め

る

て、歴史的建造物の保

成

存・活用を図ります。

果

施設の管理運営につい

向

てモニタリングによる

上

検証を実施
し、イベン

の

トの事業分析も行いま

可

す。その分析結果に基

能

づき、必要に応じて指

性

定管理者と協議を行い

低

たいと考え
ています。

その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

明治時代の歴史的建造

出

物を市民の貴重な財産

総

として、保
●■ 存・活

合

用するものであり、価

評

値ある歴史的遺産を守

価

り伝

■ える環境づくり

市

のために必要です。 ○

民

□
■ 市民の歴史的建造

ニ

物への理解と認識の向

ー

上につながり、
●■ ま

ズ

た、県内でも数少ない

高

明治時代の洋風建造物

事

を平塚の

□ 新しいシン

業

ボルとして位置づけ、

目

まちの活性化につなが

的

○
■ ることから有効で

の

す。

■ 登録有形文化財

達

の有効活用を図るもの

成

であることから妥
●

■

状

当です。
○

■
○

□
□ 管

況

理運営については、指

必

定管理者制度によるこ

要

とを検討
●

□ し、効率

性

性を高めました。
○

■

市

○
□

事業分析の評価は

の

高いです。但し、指定

関

管理者制度の効果とし

与

て、管理運営の効率化

の

を図るとともに、一方

必

で利用者増加、市民
サ

要

ービスの向上にむけた

性

イベントの検討などが

低

必要です。

移築復原工

事

事 移築復原工事 各種イ

そ

ベントの開各種イベン

の

トの開

催 催

0 72,6

他

09 23,911 0 0

上

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

国の登録有形文化財（建造物）であ 国の登録有形文化財（建造物）であ
る旧横浜ゴム平塚製造所記念館を市 る旧横浜ゴム平塚製造所記念館を市
民の貴重な財産として八幡山公園に 民の貴重な財産として八幡山公園に
移築・復原工事を進めた。また、平 移築・復原しました。また、この建
成２１年４月の開館に向けて管理運 物の愛称募集を行い、「八幡山の洋
営ワークショップ等も実施し、管理 館」に決定しました。さらに、効率

５

運営の基本方針を検討

.

した。これら 的な管理

事

運営を目的に指定管理

業

者制
により保存・活用

展

に向けて準備を進 度を

開

導入しました。
めるこ

の

とができた。

必要性、

経

有効性、妥当性の評価

緯

は高 事業分析の評価は

平

高いです。但し、
い。

成

また、効率性の部分で

1

、指定管 指定管理者制

8

度の効果として、管理

年

理者制度を活用し、管

度

理運営の効率 運営の効

事

率化を図るとともに、

業

一方
化を図り、コスト

分

削減にもつなげる で利

平

用者増加、市民サービ

成

スの向上
。 にむけたイ

1

ベントの検討などが必

9

要
です。

－ 現状の規模

年

で継続 縮小して継続

平

度

成２１年４月に開館し

事

、各種イベ 移築・復原

業

が完了したため事務事

分

業
ントを開催する。 と

平

し、今後は各種イベン

成

トの開催を
含めて、歴

2

史的建造物の保存・活

0

用
を図ります。

－ 実施

年

計画事業 事務事業

度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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そ

平成２０年１１月１６

の

日
（日）に中央公民館

他

大ホールにおいて開催

　

し、市内に伝わる郷土

】

の民俗芸能について理

【

解を深めました。

Ａ：

協

成果があがった

働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

無形

種

文化財保存事業

社会教

類

育部　社会教育課　文

ハ

化財保護担当

01－1 ー00501－0400 ド00 ○ ●

01 基本目標

ソ

１　　豊かな心をはぐ

フ

くみ、よろこびとふれ

ト

あいにあふれたまち
総

根

合計画の
02 ②〈感性

拠

〉　　生涯学習や文化

法

などを通じ、豊かな感

令

性をはぐくむ
位置付け

等

04 4 価値ある歴史

対

的遺産を守り伝える環

象

境をつくる

文化財保護

・

法

民俗芸能継承団体、受 一般市民

□ □ □ ■

郷土

益

芸能が継承・保存され

者

、後継者の育成が図ら

事

れています。 郷土芸能

業

の継承と後継者の育成

期

を図るため、民俗芸能

間

まつりの
開催、演技指

委

導者の派遣、文楽人形

託

伝承団体及び指定重要

、

無形
文化財の保存に対

協

する支援などを行いま

働

す。

民俗芸能まつりの

【

開催回数 回

－

1 1 1 1

委

1 1

1 1

人形浄瑠璃芝

託

居保存団体数 団体

－

3

：

3 3 3 3 3

3 3

民俗芸

3

能まつり参加団体数 団

セ

体

－

5 5 5 5 5 5

5 5

ク

民俗芸能まつり参加者

・

数 人

－

400 400 4

財

00 450 450 45

団

0

379 394

①：予

企

定どおり

無形文化財の

業

保存と伝承を目的に、

Ｎ

市内の民俗芸能継承団

Ｐ

体による第３２回ひら

Ｏ

つか民俗芸能まつりを
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位

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

施

0 0 0 0 0 0

0 1,1

策

88 1,198 1,3

へ

38 1,300 1,3

の

00 1,300

0 1,

貢

188 1,198 1,

献

338 1,300 1,

高

300 1,300

－ －

市

－

0.00 1.20 1

民

.20 1.20 1.0

満

5 1.05 1.05

0

足

.00 0.15 0.1

度

5 0.15 0.15 0

を

.15 0.15

0 10

高

,584 10,584

め

10,545 9,29

る

2 9,292 9,29

方

2

0 11,772 11

策

,782 11,883

業

10,592 10,5

有

92 10,592

● ○

効

○ ○ ○ ○ ○

文化財保護

性

法にのっとり遂行する

継

必要があり、現状維持

続

とします。また、後継

に

者育成の手法を検討し

よ

ていきます。

無形文化

る

財の保存・継承には、

成

その公開も重要な要素

果

です。したがって、事

向

業は現状の規模で行う

上

が、運営方法を検討し

の

、経費
節減を図ります

可

。

民俗芸能団体の育成

能

は、文化財の保存・継

性

承には大切な
ことであ

低

り、引き続き実施しま

そ

す。後継者の育成につ

の

い
ては各団体との意見

他

交換を交えその具体的

事

な手法を検討
したいと

業

考えています。

の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

長い歴史の中で守り伝

出

えられてきた無形文化

総

財について
●■ 理解し

合

、郷土の民俗芸能が保

評

存・継承され、後継者

価

の育

■ 成につながるも

市

のであるため、必要で

民

す。 ○
□
■ 継続するこ

ニ

とが、無形文化財につ

ー

いて市民の理解と認識

ズ

●■ の向上につながり

高

、有効です。

■ ○
□
■

事

無形文化財の保存・継

業

承を図ることは、郷土

目

の文化につ
●

■ いての

的

理解につながるという

の

考えから、継承団体に

達

対す
○

■ る支援は妥当

成

です。
○

□
■ 事業の運

状

営方法が検討課題です

況

。
○

■
●

■
○

□

必要性

必

、有効性、妥当性の評

要

価は高いが、効率性の

性

部分で、事業の運営方

市

法を検討するとともに

の

、後継者の育成が重要

関

な課題で
す。

民俗芸能

与

まつりの民俗芸能まつ

の

りの民俗芸能まつりの

必

民俗芸能まつりの民俗

要

芸能まつりの民俗芸能

性

まつりの

開催、補助金

低

の交開催、補助金の交

事

開催、補助金の交開催

そ

、補助金の交開催、補

の

助金の交開催、補助金

他

の交

付 付 付 付 付 付

0 0

上

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

無形文化財の保存と伝承を目的に、 無形文化財の保存と伝承を目的に、
市内の民俗芸能継承団体による第３ 市内の民俗芸能継承団体による第３
１回ひらつか民俗芸能まつりを平成 ２回ひらつか民俗芸能まつりを平成
１９年１１月１８日（日）に中央公 ２０年１１月１６日（日）に中央公
民館大ホールにおいて開催した。当 民館大ホールにおいて開催し、市内
日は、多くの市民の来場があり、市 に伝わる郷土の民俗芸能について理

５

内に伝わる郷土の民俗

.

芸能について 解を深め

事

ました。
理解を深めた

業

。

必要性、有効性、妥

展

当性の評価は高 必要性

開

、有効性、妥当性の評

の

価は高
いが、効率性の

経

部分で、事業の運営 い

緯

が、効率性の部分で、

平

事業の運営
方法を検討

成

することにより、コス

1

ト 方法を検討するとと

8

もに、後継者の
削減に

年

つなげる。 育成が重要

度

な課題です。

－ 現状の

事

規模で継続 現状の規模

業

で継続

無形文化財の保

分

存・継承には、その 無

平

形文化財の保存・継承

成

には、その
公開も重要

1

な要素である。したが

9

っ 公開も重要な要素で

年

す。したがって
て、事

度

業は現状の規模で行う

事

が、運 、事業は現状の

業

規模で行うが、運営
営

分

方法を検討し、経費節

平

減を図る。 方法を検討

成

し、経費節減を図りま

2

す
。

－ 実施計画事業 実

0

施計画事業

年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への


